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第３章 体制及び評価 

 

 

第１節 保安管理体制 

 

（保安に関する組織） 

第４条 

 発電所の保安に関する組織は，図４のとおりとする。 

 

図４ 

 【本店】 

 福島第一※１ 

原子力発電

保安委員会

管理責任者 

（原子力・立地本部長） 

管理責任者 

（品質・安全監査部長） 品質・安全監査部 
社長 

福島第一※１ 

品質・安全監査グループ 

資材部

品質・安全監査部 

※１：発電所に常駐。 

※※ → 

原子力安全・統括部 

原子力運営管理部 

原子力設備管理部 

原子燃料サイクル部 

原子力・立地本部

※→ 
福島第一対策プロジェクトチーム 
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【福島第一安定化センター】 

※※※ → 

 

 

 

 

 

保安総括グループ 

放射線安全グループ 

保健安全グループ 

廃棄物管理グループ 

分析評価グループ 

作業環境改善グループ 

１～４号放射線管理グループ 

５・６号放射線管理グループ 

環境モニタリンググループ 

【福島第一原子力発電所】 

原子力発電 

保安運営委員会 

 

技術グループ 

保安検査グループ 

品質保証グループ 

安全管理グループ 

品質管理グループ 

防災安全グループ 

防護管理グループ 

原子力防災グループ 

技術・品質安全部

福島原子力人材※２ 

開発センター 
技能訓練グループ※２ 

教育管理グループ 

原子炉主任技術者※４ ※ → 

※※※→所 長 

放射線・環境部

防災安全部 

↓ 

※※※※ 

※２：福島第一原子力発電所及び福島

第二原子力発電所の現業技

術・技能に関する業務を行う。

人事グループ 

資材グループ 

総務部 

※※→ 福島第一安定化センター所長 

電気主任技術者※４ 

ボイラー・タービン 

主任技術者※４ 
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↓ 

※※※※  
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当直 

発電グループ 

作業管理グループ 

運転情報グループ 

燃料グループ 

総括グループ 

プロジェクト管理グループ 

プロジェクト 

管理部 

ユニット所長 

（廃炉技術統括）

当直 

運営総括グループ 

運営設備グループ 

作業管理グループ 

運転情報グループ 

冷却第一グループ 

冷却第二グループ 

冷却第三グループ 

冷却第四グループ 

冷却設備部 

水処理第一グループ 

水処理第二グループ 

水処理第三グループ 

水処理第四グループ 

水処理設備部 

電気第一グループ 

電気第二グループ 

電気第三グループ 

１～４号設備 

運転管理部 

電気第四グループ 

計装第一グループ 

計装第二グループ 

情報システムグループ※３ 

通信システムグループ※３ 

電気・ 

通信基盤部 

機械設備部 

機械第一グループ 

機械第二グループ※３ 

機械第三グループ 

土木第一グループ 

土木第二グループ 

土木第三グループ 土木部 

土木第四グループ 

土木第五グループ※３ 

土木第六グループ※３ 

建築第一グループ 

建築第二グループ 

建築第三グループ 建築部 

建築第四グループ 

建築第五グループ 
※３ 建築第六グループ

５・６号 

運転管理部 

ユニット所長 

（５・６号） 

５・６号 

保全部 

保全計画グループ 

タービングループ 

原子炉グループ 

電気機器グループ 

計測制御グループ 

↓ 設備診断グループ 
※※※※※ 



 

 

 

情報システムグループ※３ 

通信システムグループ※３ 

土木部 土木第五グループ※３ 

建築部 建築第六グループ※３ 

土木第六グループ※３ 

電気・ 

通信基盤部 

↓ 

※３：機械第二グループ，情報システムグループ，通信

システムグループ，土木第五グループ，土木第六

グループ及び建築第六グループは，それぞれ１グ

ループで１～６号炉を所管する。 

機械設備部 

※※※※※ 

機械第二グループ※３ 

※４：原子炉主任技術者，電気主任技術者及びボイラ

ー・タービン主任技術者を総称して「主任技術者」

という。 
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（保安に関する職務） 

第５条 

保安に関する職務のうち，本店組織の職務は次のとおり。 

（１）社長は，トップマネジメントとして，管理責任者を指揮し，品質マネジメントシス

テムの構築，実施，維持，改善に関して，保安活動を統轄するとともに，関係法令

及び保安規定の遵守の意識を定着させるための活動並びに安全文化の醸成活動を統

轄する。また，保安に関する組織（原子炉主任技術者を含む。）から適宜報告を求め，

｢NM-51-11 トラブル等の報告マニュアル｣に基づき，原子力安全を最優先し必要な指

示を行う。 

（２）品質・安全監査部長は，管理責任者として，品質保証活動に関わる監査を統括管理

する。また，関係法令及び保安規定の遵守の意識を定着させるための活動並びに安

全文化の醸成活動を統括する（品質・安全監査部に限る。）。 

（３）福島第一品質・安全監査グループは，品質保証活動の監査を行う。 

（４）原子力・立地本部長は，管理責任者として，資材部，原子力安全・統括部，原子力

運営管理部，原子力設備管理部，原子燃料サイクル部，福島第一対策プロジェクト

チーム，福島第一安定化センター（以下「安定化センター」という。）及び発電所の

行う保安活動を統括管理する。また，関係法令及び保安規定の遵守の意識を定着さ

せるための活動並びに安全文化の醸成活動を統括する（品質・安全監査部を除く。）。 

（５）資材部は，調達先の評価・選定に関する業務を行う。 

（６）原子力安全・統括部は，管理責任者を補佐し，原子力・立地本部における安全・品

質の管理及び要員の計画，管理，研修に関する業務を行う。 

（７）原子力運営管理部は，原子力発電所の運転及び保守に関する業務（原子力設備管理

部所管業務を除く。）を行う。 

（８）原子力設備管理部は，原子力発電設備の改良及び設計管理に関する業務を行う。 

（９）原子燃料サイクル部は，原子燃料の調達に関する業務を行う。 

（10）福島第一対策プロジェクトチームは，福島第一原子力発電所の中長期対策の計画策

定，総括管理及び技術検討に関する業務並びに実施計画の策定及び見直しに関する

業務を行う。 

２．保安に関する職務のうち，安定化センター組織の職務（発電所所管業務を除く。）は次

のとおり。 

（１）福島第一安定化センター所長（以下，「安定化センター所長」という。）は，原子力・

立地本部長を補佐し，福島第一原子力発電所の業務（福島第一対策プロジェクトチ

ーム所管業務を除く。）を統括管理する。 

（２）人事グループは，要員の計画に関する業務を行う。 

（３）資材グループは，調達に関する業務を行う。 

３．保安に関する職務のうち，発電所組織の職務（安定化センター所管業務を除く。）は次
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のとおり。 

（１）所長は，原子力・立地本部長及び安定化センター所長を補佐し，発電所における保

安に関する業務（福島第一対策プロジェクトチームが所管する業務を除く。）を統括

管理し，その際には主任技術者の意見を尊重する。 

（２）技術グループは，原子力技術の総括及び原子炉安全の総括（安全評価を含む。）に関

する業務を行う。 

（３）保安検査グループは，原子力保安検査に関する業務を行う。 

（４）品質保証グループは，品質保証体系の総括に関する業務を行う。 

（５）品質管理グループは，品質の管理に関する業務を行う。 

（６）安全管理グループは，保安管理及び不適合管理に関する業務を行う。 

（７）保安総括グループは，安全確保設備等（「安全確保設備等」の定義は第 11 条による。

以下，本条において同じ。）のうち，放射線管理の総括，放射線防護に係る装備品の

管理及び計測器の管理（環境モニタリンググループ，機械第二グループ及び計装第

二グループが所管する業務を除く。）に関する業務を行う。 

（８）放射線安全グループは，安全確保設備等のうち，出入管理及び放射線防護教育に関

する業務を行う。 

（９）保健安全グループは，安全確保設備等のうち，個人線量管理，管理区域入域許可等

の管理及び放射線従事者登録に関する業務を行う。 

（10）廃棄物管理グループは，安全確保設備等のうち，作業で発生した放射性固体廃棄物

の管理及び固体廃棄物貯蔵庫管理に関する業務を行う。 

（11）分析評価グループは，安全確保設備等のうち，液体廃棄物の放出管理，１～４号水

質管理及び分析・データ評価に関する業務を行う。 

（12）作業環境改善グループは，安全確保設備等のうち，構内施設（免震重要棟など）の

放射線測定（１～４号放射線管理グループ及び５・６号放射線管理グループ所管業

務を除く。）及び構内除染推進に関する業務を行う。 

（13）１～４号放射線管理グループは，安全確保設備等の放射線管理に関する業務（分析

評価グループ及び作業環境改善グループ所管業務を除く。）を行う。 

（14）５・６号放射線管理グループは，５号炉及び６号炉に係る放射線管理に関する業務(作

業環境改善グループ所管業務を除く。)を行う。 

（15）環境モニタリンググループは，安全確保設備等のうち，発電所内外の陸域・海域の

モニタリング，１～４号炉気体廃棄物及び放射性気体廃棄物の放出測定並びにモニ

タリングポストの管理に関する業務を行う。 

（16）防災安全グループは，防災安全の総括及び初期消火活動のための体制の整備に関す

る業務並びに，安全確保設備等の運用に関する業務を行う。 

（17）防護管理グループは，周辺監視区域及び保全区域の管理に関する業務並びに，安全

確保設備等の運用に関する業務を行う。 
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（18）原子力防災グループは，原子力防災の総括及び緊急時対応の訓練計画・実施に関す

る業務を行う。 

（19）技能訓練グループは，現業技術・技能に関する業務を行う。 

（20）教育管理グループは，保安教育及びその他研修に関する業務並びに，安全確保設備

等の運用に関する業務を行う。 

（21）総括グループは，安全確保設備等のうち，廃炉業務総括，要員管理及び予算・調達

管理に関する業務を行う。 

（22）プロジェクト管理グループは，安全確保設備等のうち，工程・レイアウト管理及び

プロジェクト取り纏めに関する業務を行う。 

（23）当直（１～４号設備運転管理部）は，安全確保設備等（当直長以外の各ＧＭが運用

する業務を除く。）の運転，監視及び巡視点検に関する業務（運営設備グループ及び

作業管理グループ（１～４号設備運転管理部）所管業務を除く。）を行う。 

（24）運営総括グループは，安全確保設備等（当直長以外の各ＧＭが運用する業務を除く。）

の運営の総括及び手順書マニュアルに関する業務を行う。 

（25）運営設備グループは，安全確保設備等（当直長以外の各ＧＭが運用する業務を除く。）

の管理用消耗品の管理，委託・工事管理及び設備管理並びに共用プールの運転，監

視及び巡視点検に関する業務を行う。 

（26）作業管理グループ（１～４号設備運転管理部）は，安全確保設備等（当直長以外の

各ＧＭが運用する業務を除く。）の運転に関する業務のうち，保守作業の管理に関す

る業務（当直所管業務を除く。）を行う。 

（27）運転情報グループ（１～４号設備運転管理部）は，安全確保設備等（当直長以外の

各ＧＭが運用する業務を除く。）の運転に関する業務の支援及び情報連絡に関する業

務を行う。 

（28）冷却第一グループは，安全確保設備等のうち，原子炉注水設備及びほう酸水注入設

備の保守管理並びに消防車の運用に関する業務を行う。 

（29）冷却第二グループは，安全確保設備等のうち，窒素ガス封入設備及び原子炉格納容

器ガス管理設備の巡視点検，保守管理に関する業務を行う。 

（30）冷却第三グループは，安全確保設備等のうち，使用済燃料プール冷却設備の保守管

理，消防車の運用，コンクリートポンプ車の運用，保守管理及び水貯蔵タンクの水

質管理に関する業務を行う。 

（31）冷却第四グループは，安全確保設備等のうち，原子炉格納容器の内部調査，原子炉

格納容器の補修及び所内共通ディーゼル発電設備（機械設備）の保守管理に関する

業務を行う。 

（32）水処理第一グループは，安全確保設備等のうち，滞留水及びサブドレン水の水位管

理（当直所管業務を除く。），高レベル汚染水の移送装置の保守管理に関する業務を

行う。 
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（33）水処理第二グループは，安全確保設備等のうち，汚染水処理装置の運用，保守管理

に関する業務を行う。 

（34）水処理第三グループは，安全確保設備等のうち，放射性廃棄物の貯蔵に関する業務

を行う。 

（35）水処理第四グループは，安全確保設備等のうち，多核種除去装置，地下水バイパス

装置，サブドレン浄化装置及び吸引設備の運用並びに保守管理に関する業務を行う。 

（36）機械第一グループは，安全確保設備等のうち，他グループに属さない遠隔無人化装

置の管理運営，建屋内除染・空気浄化等被ばく低減策の実施及び構内除染計画の取

り纏めに関する業務を行う。 

（37）機械第二グループは，５号炉及び６号炉の廃棄物処理設備，廃棄物集中処理建屋内

設備及びサイトバンカの保守管理に関する業務並びに安全確保設備等のうち，共用

プール設備の保守管理に関する業務を行う。 

（38）機械第三グループは，原子炉建屋カバー・コンテナの工事及び燃料管理に関する業

務（燃料グループ及び当直所管業務を除く。）並びに共用プール設備の復旧及び消防

車の運用に関する業務を行う。 

（39）電気第一グループは，安全確保設備等のうち，電気・通信基盤部に関わる総括，電

気各グループの調達及び所内電源（低圧）の強化並びに電源車の運用及び保守管理

に関する業務を行う。 

（40）電気第二グループは，安全確保設備等のうち，大型プロジェクトに係る設備等で必

要な電源設備に関する業務を行う。 

（41）電気第三グループは，安全確保設備等のうち，外部電源及び所内電源（高圧）の強

化及び保守管理に関する業務を行う。 

（42）電気第四グループは，安全確保設備等のうち，所内電源（低圧），仮設電源及び大型

プロジェクトに係る設備の保守管理に関する業務を行う。 

（43）計装第一グループは，安全確保設備等のうち，１号炉及び２号炉の計装設備の保守

管理に関する業務を行う。 

（44）計装第二グループは，安全確保設備等のうち，３号炉及び４号炉の計装設備の保守

管理に関する業務を行う。 

（45）情報システムグループは，情報システム設備の保守管理に関する業務を行う。 

（46）通信システムグループは，通信設備の保守管理に関する業務を行う。 

（47）土木第一グループは，安全確保設備等のうち，土木工事のプロジェクト管理及び生

活基盤整備に関する業務を行う。 

（48）土木第二グループは，安全確保設備等のうち，地下水遮へい壁，港湾整備及び地下

水バイパスに関する業務を行う。 

（49）土木第三グループは，安全確保設備等のうち，冷却水及び水処理廃棄物等の保管設

備に関する業務を行う。 
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（50）土木第四グループは，安全確保設備等のうち，瓦礫・伐採木の保管，乾式キャスク

仮保管施設及び敷地内除染に関する業務を行う。 

（51）土木第五グループは，津波対策（建築第三グループ所管業務を除く。）及び安全確保

設備等のうち，１～４号炉土木設備内の滞留水に関する業務を行う。 

（52）土木第六グループは，５号炉及び６号炉に係る土木設備及び構内土木設備等の点検・

保守に関する業務を行う。 

（53）建築第一グループは，安全確保設備等のうち，建築工事のプロジェクト管理及び３

号炉原子炉建屋カバー・コンテナ（機械第三グループ所管業務を除く。）に関する業

務を行う。 

（54）建築第二グループは，安全確保設備等のうち，１号炉及び４号炉原子炉建屋カバー・

コンテナ（機械第三グループ所管業務を除く。）に関する業務を行う。 

（55）建築第三グループは，安全確保設備等のうち，建屋地下水対策，津波対策（土木第

五グループ所管業務を除く。）及び建屋間止水対策に関する業務を行う。 

（56）建築第四グループは，安全確保設備等のうち，建屋内瓦礫運搬及び建屋内除染（機

械第一グループ所管業務を除く。）に関する業務を行う。 

（57）建築第五グループは，安全確保設備等のうち，運用補助共用施設及び敷地内におけ

る建物の保守管理に関する業務を行う。 

（58）建築第六グループは，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設のうち，各建屋及び免震

重要棟の電気設備に関する業務を行う。 

（59）当直（５・６号運転管理部）は，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設の運転に関す

る業務（発電グループ及び作業管理グループ（５・６号運転管理部）所管業務を除

く。）及び燃料取扱いに関する業務を行う。 

（60）発電グループは，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設並びに安全確保設備等のうち，

雑固体廃棄物焼却設備の運用管理に関する業務（当直所管業務を除く。）を行う。 

（61）作業管理グループ（５・６号運転管理部）は，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設

の運転に関する業務のうち保守作業の管理に関する業務（当直所管業務を除く。）を

行う。 

（62）運転情報グループ（５・６号運転管理部）は，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設

の運転に関する業務の支援，情報連絡に関する業務を行う。 

（63）燃料グループは，燃料の管理に関する業務（機械第三グループ及び当直所管業務を

除く。）並びに，安全確保設備等の運用に関する業務を行う。 

（64）保全計画グループは，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設の保守の総括に関する業

務を行う。 

（65）タービングループは，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設のうちタービン設備に係

る保守管理に関する業務を行う。 

（66）原子炉グループは，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設のうち原子炉設備に係る保
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守管理に関する業務を行う。 

（67）電気機器グループは，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設のうち電気設備に係る保

守管理に関する業務を行う。 

（68）計測制御グループは，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設のうち計測制御設備に係

る保守管理に関する業務並びに，安全確保設備等の運用に関する業務を行う。 

（69）設備診断グループは，５号炉及び６号炉に係る原子炉施設及び安全確保設備等の設

備診断（振動・赤外線等）及び点検結果の評価に関する業務を行う。 

４．各職位は次のとおり，当該業務にあたる。 

（１）本店各部長は，原子力・立地本部長を補佐し，第４条の定めのとおり，当該部が所

管するグループの業務を統括管理する。 

（２）安定化センター部長は，安定化センター所長を補佐し，第４条の定めのとおり，当

該部が所管するグループの業務を統括管理する。 

（３）安定化センター各グループマネージャー（以下「安定化センター各ＧＭ」という。）

は，グループ員を指示・指導し，所管する業務を遂行するとともに，所管業務に基

づき保安教育並びに記録及び報告を行う。 

（４）ユニット所長（廃炉技術統括）は，所長を補佐し，第４条の定めのとおり，所管す

る各部の業務を統括管理する。 

（５）ユニット所長（５・６号）は，所長を補佐し，第４条の定めのとおり，所管する各

部の業務を統括管理する。 

（６）発電所各部長（福島原子力人材開発センター所長を含む。）は，第４条の定めのとお

り，当該部（福島原子力人材開発センターを含む。）が所管するグループの業務を統

括管理する。 

（７）発電所各グループマネージャー（以下「各ＧＭ」といい，当直長を含む。）は，グル

ープ員（当直員を含む。）を指示・指導し，所管する業務を遂行するとともに，所管

業務に基づき緊急時の措置，保安教育ならびに記録及び報告を行う。 

（８）グループ員（当直員を含む。）は，ＧＭの指示・指導に従い，業務を遂行する。 
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（原子力発電保安委員会）  

第６条 

 本店に原子力発電保安委員会（以下「保安委員会」という。）を設置する。 

２．保安委員会は，原子炉施設の保安に関する次の事項を審議し，確認する。ただし，あ

らかじめ保安委員会にて定めた事項は，原子力発電保安運営委員会にて審議し，確認す

る。 

  （１）実施計画「Ⅱ 特定原子力施設の設計，設備」本文に記載の基本設計の変更 

  （２）実施計画「Ⅲ 特定原子力施設の保安」の第１編及び第２編の変更 

  （３）その他保安委員会で定めた審議事項 

３．原子力・立地本部長を委員長とする。 

４．保安委員会は，委員長，原子力安全・統括部長，原子力運営管理部長，原子力設備管

理部長，安定化センター所長，原子炉主任技術者に加え，ＧＭ以上の職位の者から委員

長が指名した者で構成する。 

５．委員長は，保安上重要な審議結果について，定期的に社長に報告する。 

 

（原子力発電保安運営委員会） 

第７条  

発電所に原子力発電保安運営委員会（以下「運営委員会」という。）を設置する。 

２．運営委員会は，発電所における原子炉施設の保安運営に関する次の事項を審議し，確

認する。ただし，あらかじめ運営委員会にて定めた軽微な事項は，審議事項に該当しない。 

（１）保安管理体制に関する事項 

（２）原子炉施設の定期的な評価に関する事項 

（３）運転管理に関する事項 

（４）燃料管理に関する事項 

（５）放射性廃棄物管理に関する事項 

（６）放射線管理に関する事項 

（７）保守管理に関する事項 

（８）原子炉施設の改造に関する事項 

（９）緊急時における運転操作に関する事項 

（10）保安教育に関する事項 

（11）事故・故障の水平展開の実施状況に関する事項 

３．所長を委員長とする。 

４．運営委員会は，委員長，技術・品質安全部長，原子炉主任技術者，電気主任技術者，

ボイラー・タービン主任技術者に加え，ＧＭ以上の職位の者から委員長が指名した者で

構成する。 
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（原子炉主任技術者の選任） 

第８条 

原子力・立地本部長は，原子炉主任技術者及び代行者を，原子炉主任技術者免状を有する

者であって，次の業務に通算して３年以上従事した経験を有する者の中から選任する。 

（１）原子炉施設の工事又は保守管理に関する業務 

（２）原子炉の運転に関する業務 

（３）原子炉施設の設計に係る安全性の解析及び評価に関する業務 

（４）原子炉に使用する燃料体の設計又は管理に関する業務 

２．原子炉主任技術者は原子炉毎に選任する。 

３．原子炉主任技術者及び代行者は特別管理職とする。 

４．１号炉から６号炉の原子炉主任技術者のうち少なくとも１名は部長以上に相当する者と

し，第９条に定める職務を専任する。  

５．第４項以外の原子炉主任技術者については，副所長又は技術・品質安全部，放射線・環

境部若しくは防災安全部の職務を兼務できる。 

６．第５項の原子炉主任技術者については，自らの担当している号炉について原子炉主任

技術者の職務と副所長又は技術・品質安全部，放射線・環境部若しくは防災安全部の職

務が重複する場合には，原子炉主任技術者としての職務を優先し，副所長又は技術・品

質安全部，放射線・環境部若しくは防災安全部の職務については，上位職の者が実施す

る。 

７．原子炉主任技術者が職務を遂行できない場合は，代行者と交代する。ただし，職務を

遂行できない期間が長期にわたる場合は，第１項から第５項に基づき，改めて原子炉主

任技術者を選任する。 

 

（電気主任技術者及びボイラー・タービン主任技術者の選任） 

第８条の２ 

所長は，電気主任技術者を，第一種電気主任技術者免状を有する者の中から，ボイラー・

タービン主任技術者を，第一種ボイラー・タービン主任技術者免状を有する者の中から選

任する。 

２．電気主任技術者及びボイラー・タービン主任技術者は，特別管理職とする。 

３．電気主任技術者及びボイラー・タービン主任技術者の代行者は，特別管理職又はこれ

に準ずる者とする。 

４．電気主任技術者及びボイラー・タービン主任技術者を複数名選任する場合は，それぞ

れ少なくとも１名は１～４号設備運転管理部，５・６号運転管理部，５・６号保全部，

冷却設備部，水処理設備部，機械設備部又は電気・通信基盤部以外の者とする。 

５．電気主任技術者又はボイラー・タービン主任技術者が職務を遂行できない場合は，そ

れぞれの代行者と交代する。ただし，職務を遂行できない期間が長期にわたる場合は，

第１項及び第２項に基づき，改めて電気主任技術者又はボイラー・タービン主任技術者

を選任する。 
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（原子炉主任技術者の職務等） 

第９条 

原子炉主任技術者は，原子炉施設の運転に関し保安の監督を誠実に行うことを任務とし，

「NM-24-1 原子炉主任技術者職務運用マニュアル」に基づき，次の職務を遂行する。 

（１）原子炉施設の運転に関し保安上必要な場合は，運転に従事する者へ指示する。 

（２）表９－１に定める事項について，所長の承認に先立ち確認する。 

（３）表９－２に定める各職位からの報告内容等を確認する。 

（４）表９－３に定める記録の内容を確認する。 

（５）第１２１条第１項の報告を受けた場合は，自らの責任で確認した正確な情報に

基づき，社長に直接報告する。 

（６）保安の監督状況について，定期的に及び必要に応じて社長に直接報告する。 

（７）保安委員会及び運営委員会に少なくとも１名が必ず出席する。 

（８）その他，原子炉施設の運転に関する保安の監督に必要な職務を行う。  

２．原子炉施設の運転に従事する者は，原子炉主任技術者がその保安のためにする指示に

従う。 

 

 

表９－１ 

条  文 内  容 

第３７条（原子炉冷却材温度及び原子

炉冷却材温度変化率） 
原子炉冷却材温度制限値 

第７８条（異常収束後の措置） 原子炉の再起動 

第８２条（燃料取替実施計画） 燃料取替実施計画 

第５項に定める建物等の内部における一時的な

管理対象区域の設定及び解除 
第９２条（管理対象区域の設定及び解

除） 
第７項に定める管理対象区域の設定及び解除 

第５項に定める一時的な管理区域の設定及び解

除 
第９２条の２（管理区域の設定及び解

除） 
第７項に定める管理区域の設定及び解除 

第１１８条（所員及び安定化センター

員への保安教育） 
所員及び安定化センター員の保安教育実施計画 

第１１９条（協力企業従業員への保安

教育） 
協力企業従業員の保安教育実施計画 
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表９－２ 

条  文 内  容 

第１７条（地震・火災等発生時の対応） 
地震・火災が発生した場合に講じた措置

の結果 

第２３条（制御棒の操作） 制御棒操作手順 

第３５条（原子炉停止時冷却系その２） 
原子炉停止時冷却系以外の手段で崩壊熱

除去できる期間 

第６９条（複数の制御棒引き抜きを伴う検査） 制御棒操作手順 

運転上の制限を満足していないと判断し

た場合 

運転上の制限を満足していると判断した

場合 第７３条（運転上の制限を満足しない場合）

運転上の制限を満足していないと判断し

た時点の前の原子炉の状態への移行又は

原子炉熱出力の復帰 

必要な安全措置 
第７４条（予防保全を目的とした保全作業を

実施する場合） 
運転上の制限外から復帰していると判断

した場合 

第７６条（異常発生時の基本的な対応） 
異常が発生した場合の原因調査及び対応

措置 

第７７条（異常時の措置） 異常の収束 

第８２条（燃料取替実施計画） 
第３項に定める取替炉心の安全性の評価

結果 

 運転上の制限を満足していないと判断し

た場合 

 放射性液体廃棄物又は放射性気体廃棄物

について放出管理目標値を超えて放出し

た場合 

第１２１条（報告） 外部放射線に係る線量当量率等に異常が

認められた場合 

 東京電力株式会社福島第一原子力発電所

原子炉施設の保安及び特定核燃料物質の

防護に関する規則（以下「福島第一炉規

則」という。）第 18 条第 3 号から第 7号

及び第9号から第17号に定める報告事象

が生じた場合 
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表９－３ 

記  録  項  目 

１．運転日誌 

  ・熱出力 

  ・炉心の中性子束密度 

  ・炉心の温度 

  ・冷却材入口温度 

  ・冷却材出口温度 

  ・冷却材圧力 

  ・冷却材流量 

  ・制御棒位置 

  ・再結合装置内の温度 

  ・原子炉に使用している冷却材及び減速材の純度並びにこれらの毎日の補給量 

２．燃料に係る記録 

    ・原子炉内における燃料体の配置 

    ・使用済燃料の貯蔵施設内における燃料体の配置 

    ・使用済燃料の払出し時における放射能の量 

    ・燃料体の形状又は性状に関する検査の結果 

３．点検報告書 

    ・運転開始前の点検結果 

    ・運転停止後の点検結果 

４．引継日誌 

５．放射線管理に係る記録 

・原子炉本体，使用済燃料の貯蔵施設，放射性廃棄物の廃棄施設等の放射線しゃへい

物の側壁における線量当量率 

・管理区域における外部放射線に係る１週間の線量当量，空気中の放射性物質の１週

間についての平均濃度及び放射性物質によって汚染された物の表面の放射性物質

の密度 

・放射性物質による汚染の広がりの防止及び除去を行った場合には，その状況 
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記  録  項  目 

６．放射性廃棄物管理に係る記録 

   ・放射性廃棄物の排気口又は排気監視設備及び排水口又は排水監視設備における放射

性物質の１日間及び３月間についての平均濃度 

   ・廃棄施設に廃棄した放射性廃棄物の種類，当該放射性廃棄物に含まれる放射性物質

の数量，当該放射性廃棄物を容器に封入し，又は容器と一体的に固型化した場合に

は当該容器の数量及び比重並びにその廃棄の場所及び方法 

   ・放射性廃棄物を容器に封入し，又は容器に固型化した場合には，その方法 

   ・発電所の外において運搬した核燃料物質等の種類別の数量，その運搬に使用した容

器の種類並びにその運搬の経路 

７．原子炉施設の巡視又は点検の結果 

８．保安教育の実施報告書 

 

 

 

（電気主任技術者及びボイラー・タービン主任技術者の職務等） 

第９条の２ 

電気主任技術者及びボイラー・タービン主任技術者は，事業用電気工作物（原子力発電

工作物）の工事，維持及び運用に関する保安（以下「電気工作物の保安」という。）の監督

を行うことを任務とし，次の職務を遂行する。 

（１）電気工作物の保安上必要な場合は，電気工作物の工事，維持及び運用に従事する者

へ指示又は指導・助言する。 

（２）あらかじめ定めた区分に従って検査への立会い又は検査記録の確認を行う。 

（３）運営委員会に電気主任技術者及びボイラー・タービン主任技術者が少なくともそれ

ぞれ１名が必ず出席する。 

（４）その他，電気工作物の保安の監督に必要な職務を行う。 

２．電気工作物の工事，維持及び運用に従事する者は，電気主任技術者及びボイラー・タ

ービン主任技術者がその保安のためにする指示に従う。 

 

 

（主任技術者の情報交換） 

第９条の３ 

原子炉主任技術者，電気主任技術者及びボイラー・タービン主任技術者は，定期的に及

び必要に応じて相互の職務について情報交換する。 
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第２節 原子炉施設の定期的な評価 

 

（原子炉施設の定期的な評価） 

第１０条 

技術ＧＭは，各号炉毎及び１０年を超えない期間毎に，実施手順及び実施体制を定め，

これに基づき，各ＧＭは，以下の事項を実施する。 

（１）保安活動の実施の状況の評価 

（２）保安活動への最新の技術的知見の反映状況の評価 

２．組織は，第１項の評価の結果，原子炉施設の保安のために有効な追加措置が抽出され

た場合には，その結果を踏まえて，保安活動の計画，実施，評価及び改善並びに品質マ

ネジメントシステムの改善を継続して行う。 

 



第６章 放射性廃棄物管理 

 

 

（放射性固体廃棄物の管理） 

第８７条 

各ＧＭは，次に定める放射性固体廃棄物等の種類に応じて，それぞれ定められた処理を

施した上で，当該の廃棄施設等に貯蔵※1又は保管する。 

（１）原子炉内で照射された使用済制御棒，チャンネルボックス等は，燃料ＧＭが使用済

燃料プールに貯蔵，若しくはチャンネルボックス等については使用済燃料共用プール

に貯蔵する。 

（２）使用済樹脂及びフィルタスラッジは，当直長が使用済樹脂貯蔵タンク等に貯蔵する。

又は，発電ＧＭが雑固体廃棄物焼却設備で焼却し，焼却灰をドラム缶等の容器に封入

した上で，廃棄物管理ＧＭが固体廃棄物貯蔵庫（以下「貯蔵庫」という。）に保管する。 

（３）その他の雑固体廃棄物は，各ＧＭがドラム缶等の容器に封入すること等により汚染

の広がりを防止する措置を講じ，廃棄物管理ＧＭが貯蔵庫に保管する。又は，発電Ｇ

Ｍが雑固体廃棄物焼却設備で焼却し，焼却灰をドラム缶等の容器に封入した上で，廃

棄物管理ＧＭが貯蔵庫に保管する。 

（４）廃棄物管理ＧＭは，貯蔵庫に保管されたドラム缶を貯蔵庫以外に一時的に仮置きす

る場合は，ドラム缶等仮設保管設備※２に運搬するとともに，ドラム缶等仮設保管設備

に保管されているドラム缶等※３について以下の事項を実施する。 

イ 関係者以外がむやみに立入らないよう，ドラム缶等仮設保管設備又は柵等による区

画を行い，立入りを制限する旨を表示する。 

ロ ドラム缶の表面線量当量率が 0.1mSv/h 以下であることを確認し，保管する。 

ハ ドラム缶を３段に積み重ねて設置する場合には，転倒防止対策を施す。 

ニ ドラム缶等仮設保管設備周辺の空間線量率を定期的に測定し，測定結果を表示する。 

２．各ＧＭは，放射性固体廃棄物を封入又は固型化したドラム缶等の容器には，放射性廃

棄物を示す標識を付け，かつ表１２０－１の放射性固体廃棄物に係る記録と照合できる

整理番号をつける。 

３．各ＧＭは，次の事項を確認するとともに，その結果異常が認められた場合には必要な

措置を講じる。 

（１）廃棄物管理ＧＭは，貯蔵庫における放射性固体廃棄物の保管状況を確認するために，

１ヶ月に１回貯蔵庫を巡視するとともに，事故前の保管量の推定値を元に保管物の出

入りを確認する。 

（２）当直長は，使用済樹脂貯蔵タンク等における使用済樹脂及びフィルタスラッジの貯

蔵状況を監視し，３ヶ月に１回貯蔵量を確認する。 
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（３）廃棄物管理ＧＭは，サイトバンカにおける原子炉内で照射された使用済制御棒，チ

ャンネルボックス等について，事故前の保管量の推定値を元に保管物を確認する。ま

た，燃料ＧＭは，使用済燃料プールにおける原子炉内で照射された使用済制御棒，チ

ャンネルボックス等について，事故前の貯蔵量の推定値を元に貯蔵物の出入りを確認

するとともに，使用済燃料共用プールについては，原子炉内で照射されたチャンネル

ボックス等の貯蔵状況を確認するために，１ヶ月に１回使用済燃料共用プールを巡視

するとともに，３ヶ月に１回貯蔵量を確認する。 

（４）廃棄物管理ＧＭは，ドラム缶等仮設保管設備におけるドラム缶等の保管状況を確認

するために，１ヶ月に１回巡視を行うとともに，３ヶ月に１回保管量を確認する。な

お，ドラム缶等の破損等があれば補修等を行う。 

４．廃棄物管理ＧＭは貯蔵庫及びサイトバンカの目につきやすい場所に管理上の注意事項

を掲示する。 

５．各ＧＭは管理対象区域内において放射性固体廃棄物を運搬する場合は，次の事項を遵

守する。 

（１）容器等の車両への積付けは，運搬中に移動，転倒又は転落を防止する措置を講じる

こと。 

（２）法令に定める危険物と混載しないこと。 

 

※１：貯蔵とは，保管の前段階のもので，廃棄とは異なるものをいう。 

※２：ドラム缶等仮設保管設備とは，ドラム缶等を仮置きする蛇腹ハウスをいう。以下，

本条において同じ。 

※３：ドラム缶等とは，ドラム缶に収納された放射性固体廃棄物，ドラム缶以外の容器に

収納された放射性固体廃棄物，開口部閉止措置を実施した大型廃棄物をいう。以下，

本条において同じ。 
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（発電所の敷地内で発生した瓦礫等の管理） 

第８７条の２ 

発電所の敷地内で発生した瓦礫等※１について，廃棄物管理ＧＭは，仮設保管設備※２，固

体廃棄物貯蔵庫（以下「貯蔵庫」という。）及び発電所内の一時保管エリア（覆土式一時保

管施設※３及び伐採木一時保管槽※４を含む。）について，柵，ロープ等により区画を行い，人

がみだりに立ち入りできない措置を講じる。また，遮へいが効果的である場合は遮へいを

行う。 

２．各ＧＭは，次に定める瓦礫等の種類に応じて，回収したものを一時保管エリアに運搬

する。また，切断等の減容処理や発電所敷地内での再利用をすることができる。なお，

発電ＧＭが雑固体廃棄物焼却設備で焼却する場合には，第８７条に定める措置を講じる。 

（１）発電所敷地内で発生した瓦礫類※５は，各ＧＭが，瓦礫類の線量率を測定し，その線

量率に応じて，廃棄物管理ＧＭがあらかじめ定めた線量率の目安値に応じて指定した

仮設保管設備，貯蔵庫，覆土式一時保管施設又は発電所内の屋外一時保管エリアに運

搬し，遮へいや容器収納，シート養生等の措置を講じる。 

（２）発電所において発生した使用済保護衣等※６は，廃棄物管理ＧＭが，袋又は容器に収

納して発電所内の一時保管エリアに運搬する。なお，廃棄物管理ＧＭは圧縮等をする

ことができる。 

（３）伐採木は，各ＧＭが，発電所内の屋外一時保管エリアに運搬する。配置の際には積

載制限，通気性確保，伐採木一時保管槽への収納等の防火対策を講じる。 

３．廃棄物管理ＧＭは，次の事項を確認するとともに，その結果異常が認められた場合に

は必要な措置を講じる。 

（１）仮設保管設備，貯蔵庫及び発電所内の一時保管エリア（覆土式一時保管施設及び伐

採木一時保管槽を含む。）における瓦礫類，使用済保護衣等，伐採木の一時保管状況を

確認するために，１週間に１回一時保管エリアを巡視するとともに，１ヶ月に１回一

時保管量を確認する。 

（２）覆土式一時保管施設において，覆土完了後，槽内の溜まり水の有無を定期的に確認

し，溜まり水が確認された場合には回収する。 

（３）伐採木一時保管槽において，定期的に温度監視を実施する。 

（４）仮設保管設備，貯蔵庫及び発電所内の一時保管エリア（覆土式一時保管施設及び伐

採木一時保管槽を含む。）における瓦礫類，使用済保護衣等及び伐採木の一時保管エリ

アの空間線量率並びに空気中放射性物質濃度を定期的に測定するとともに，線量率測

定結果を表示する。 

 

※１：瓦礫等とは，瓦礫類，使用済保護衣等及び伐採木等の総称をいう。以下，本条にお

いて同じ。 

※２：仮設保管設備とは，瓦礫等を一時保管する設備のうち，テント，蛇腹ハウス及び雨
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天練習場等の屋根を設置したものをいう。以下，本条において同じ。 

※３：覆土式一時保管施設とは，線量低減対策として覆土による遮へい機能を有する一時

保管施設をいう。以下，本条において同じ。 

※４：伐採木一時保管槽とは，防火対策や線量低減対策として覆土をする一時保管槽をい

う。以下，本条において同じ。 

※５：瓦礫類とは，発電所敷地内において，今回の地震，津波又は水素爆発により発生し

た瓦礫並びに放射性物質によって汚染された資機材等の総称をいい，回収した土壌

を含む。以下，本条において同じ。 

※６：使用済保護衣等とは，使用済保護衣及び使用済保護具をいう。以下，本条において

同じ。 
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（放射性液体廃棄物の管理） 

第８８条 

放射性液体廃棄物の海洋への放出は，関係省庁の了解なくしては行わないものとする。 

２．５・６号放射線管理ＧＭは，表８８－１に定める項目について，同表に定める頻度で

測定し，次の事項を管理する。また，測定した結果を当直長に通知する。 

（１）放射性液体廃棄物の放出による復水器冷却水放水口排水中の放射性物質濃度の３ヶ

月平均値が，法令に定める周辺監視区域外における水中の濃度限度を超えないこと。 

（２）５号炉及び６号炉で発生した放射性液体廃棄物について，復水器冷却水放水口排水

中の放射性物質（トリチウムを除く。）の放出量が，表８８－２に定める放出管理目標

値を超えないように努めること。 

（３）５号炉及び６号炉で発生した放射性液体廃棄物について，復水器冷却水放水口排水

中のトリチウムの放出量が，表８８－３に定める放出管理の基準値を超えないように

努めること。 

３．当直長は，放射性液体廃棄物を放出する場合は，排水モニタを監視し，復水器冷却水

放水口より放出する。 

 

表８８－１ 

分 類 測定項目 計測器種類 測定頻度 試料採取箇所 

放射性物質の濃度

（主要ガンマ線 

放出核種） 

試料放射能 

測定装置 
放出の都度 

放射性液体 

廃棄物 

トリチウム濃度 
試料放射能 

測定装置 
１ヶ月に１回

・収集タンク 

・サンプルタンク

 

表８８－２ 

項 目 放出管理目標値 

放射性液体廃棄物 

（トリチウムを除く。） 
７．４×１０１０ Ｂｑ／年 

 

表８８－３ 

項 目 放出管理の基準値 

トリチウム ７．４×１０１２ Ｂｑ／年 
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（放射性気体廃棄物の管理） 

第８９条 

環境モニタリングＧＭは，表８９－１に定める項目について，同表に定める頻度で測定

し，次の事項を管理する。また，測定した結果を当直長及び発電ＧＭに通知する。 

（１）排気筒等からの放射性気体廃棄物の放出による周辺監視区域外の空気中の放射性物

質濃度の３ヶ月平均値が，法令に定める周辺監視区域外における空気中の濃度限度を

超えないこと。 

（２）排気筒等からの放射性物質（希ガス，よう素１３１）の放出量が，表８９－２に定

める放出管理目標値を超えないように努めること。 

２．当直長及び発電ＧＭは，放射性気体廃棄物を放出する場合は，排気筒等より放出し，

排気筒モニタを監視する。 

 

表８９－１ 

分  類 排気筒等 測定項目 計測器種類 測定頻度 

希ガス濃度 排気筒モニタ
常時 

（建屋換気空調系運転時） 
・５，６号炉

共用排気筒 

 

よう素 131 濃度 

粒子状物質濃度 

（主要ガンマ線 

放出核種） 

試料放射能 

測定装置 

１週間に１回 

（建屋換気空調系運転時） 

希ガス濃度 排気筒モニタ
常時 

（非常用ガス処理系運転時） 

・５号炉 

非常用ガス

処理系 

・６号炉 

非常用ガス

処理系 

よう素 131 濃度 

粒子状物質濃度 

（主要ガンマ線 

放出核種） 

試料放射能 

測定装置 

１週間に１回 

（非常用ガス処理系運転時） 

放射性 

気体廃棄物 

 

 

・焼却炉建屋

排気筒 

粒子状物質濃度 

（主要ガンマ線

放出核種） 

試料放射能測

定装置 

1 週間に 1 回 

（建屋換気空調系運転時） 

 

表８９－２ 

項  目 放出管理目標値 

放射性気体廃棄物 

希ガス 

よう素 131 

 

２．８×１０１５ Ｂｑ／年 

１．４×１０１１ Ｂｑ／年 
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（放出管理用計測器の管理） 

第９０条 

各ＧＭは，表９０に定める放出管理用計測器について，同表に定める数量を確保する。た

だし，故障等により使用不能となった場合は，修理又は代替品を補充する。 

 

表９０ 

分 類 計測器種類 所管ＧＭ 数 量 

１.a.放射性液体廃棄物 

  放出監視用計測器 
排水モニタ 計測制御ＧＭ ２台※１ 

 b.放射性液体廃棄物 

    放出管理用計測器 
試料放射能測定装置 保安総括ＧＭ ２台 

排気筒モニタ 計測制御ＧＭ ３台※２ 
２．放射性気体廃棄物 

    放出管理用計測器 
試料放射能測定装置 保安総括ＧＭ １台※３ 

※１：５号炉及び６号炉の排水モニタの合計の台数（排水モニタが復旧していない場合に

は，未復旧の排水モニタを除いた台数とする。） 

※２：５，６号炉共用排気筒モニタ，５号炉非常用ガス処理系排気筒モニタ及び６号炉非

常用ガス処理系排気筒モニタの合計の台数 

※３：放射性液体廃棄物放出管理用計測器と共用 

 

（頻度の定義） 

第９１条 

本章でいう測定頻度に関する考え方は，表９１のとおりとする。 

 

表９１ 

頻度 考え方 

１週間に１回 月曜日を始期とする１週間に１回実施 

１ヶ月に１回 毎月１日を始期とする１ヶ月間に１回実施 

３ヶ月に１回 ４月１日，７月１日，１０月１日及び１月１日を始期とする各３ヶ

月間に１回実施 

常時 測定可能な状態において常に測定することを意味しており，点検時

等の測定不能な期間を除く。 

 



附  則 

 

附則（            ） 

（施行期日） 

 第１条 

この規定は，原子力規制委員会の認可を受けた日から１０日以内に施行する。 

２．第５条，第８７条，第８７条の２及び第８９条については，雑固体廃棄物焼却設備の

運用を開始した時点から適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

３．添付２（管理区域図）及び添付２－１（管理対象区域図）の図面の変更は，それぞれ

の区域の変更をもって適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

附則（平成２５年８月１４日 原規福発第 1308142 号） 

（施行期日） 

 第１条 

第６１条において，非常用発電機の運用を開始するまでは，必要な電力供給が可能な

場合，他号炉の非常用ディーゼル発電機又は可搬式発電機を非常用発電設備とみなすこ

とができる。 

２．添付２－１（管理対象区域図）の地下水バイパス一時貯留タンク図における「汚染の

おそれのない管理対象区域」については，それぞれの区域における区域区分の変更をも

って適用する。 
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添付２については核物質防護上の理由から

公開しないこととしております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 添付２  管 理 区 域 図 

 
 

 （第９２条の２及び第９３条の３関連） 

 

 

 

 



添付２－１については核物質防護上の理由

から公開しないこととしております。 

 

 

 

 

 

 

 

 添付２－１  管 理 対 象 区 域 図 
 

 

（第９２条，第９３条及び第９３条の２関連） 
 

 

 

 

 


